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○南相馬市農業農村活性化施設条例施行規則 

平成１８年１月１日 

規則第１１８号 

改正 平成２０年１２月１９日規則第３７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市農業農村活性化施設条例（平成１８年南相馬市条例第１６２

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用の許可等の手続） 

第２条 条例第４条第１項の規定により、許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、農業農村活性化施設利用許可申請書（様式第１号）を指定管理者（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）

に提出しなければならない。 

２ 指定管理者は、農業農村活性化施設（以下「施設」という。）の利用を許可したときは、

農業農村活性化施設利用許可書（様式第２号。以下「許可書」という。）を申請者に交付

するものとする。 

３ 施設の利用の許可を受けた者が、当該許可に係る事項を変更しようとするときは、農業

農村活性化施設利用変更許可申請書（様式第３号）に、前項の規定により交付を受けた許

可書を添えて、指定管理者に提出しなければならない。この場合において、利用の日時を

変更しようとするときは、利用開始の日の１０日前までに提出しなければならない。 

４ 指定管理者は、前項に規定する変更を許可したときは、農業農村活性化施設利用変更許

可書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。 

（利用者の守るべき事項） 

第３条 条例第４条第２項に定める条件は、次のとおりとする。 

(1) 建物、設備等に変更を加える必要があるときは、その変更の内容を記載した書面を提

出し、指定管理者の承認を得ること。 

(2) 施設の使用を終了したときは、直ちに設備、器具等を原状に回復し、清掃の上指定管

理者に引き継ぐこと。 

(3) みだりに施設内に広告物等を掲示し、又は配布しないこと。 
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(4) 施設内の風紀及び秩序を乱さないこと。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が指示する事項 

（立入調査等） 

第４条 指定管理者は、管理上必要があると認めるときは、係員をして利用者に対し、必要

な指示をし、又は利用の状況を調査させることができる。 

（利用料金の減免） 

第５条 条例第９条に規定する利用料金の減免は、次に定めるとおりとする。 

(1) 市並びに市内に設置されている小学校、中学校、幼稚園、保育所及び社会福祉施設（以

下「学校等」という。）が行事計画に基づき主催して行う宿泊を要しない行事 全額 

(2) 市及び学校等が行事計画に基づき主催して行う宿泊を要する行事 半額 

(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が特に必要と認めるとき 指定管理者が市長

と協議の上定める額 

２ 利用料金の減免を受けようとする者は、農業農村活性化施設利用許可申請書を提出する

際に、あわせて農業農村活性化施設利用料金減免申請書（様式第５号）を提出しなければ

ならない。 

（利用料金の返還） 

第６条 指定管理者は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を

返還するものとする。 

(1) 指定管理者において施設の管理上必要が生じたことにより利用の許可を取り消した

とき 全額 

(2) 利用者の責めに帰さない理由により利用することができなくなったとき 指定管理

者が市長と協議の上定める額 

(3) 利用開始の日前１０日までに利用の取消しについて届出があったとき 全額 

(4) 利用開始の日前１０日までに許可事項の変更の申請があり、指定管理者の許可を受け

たとき 変更部分に相当する額 

２ 前項の規定により利用料金の返還を受けようとするときは、農業農村活性化施設利用料

金返還申請書（様式第６号）を指定管理者に提出しなければならない。 

（公募に明示する事項） 

第７条 市長は、条例第１４条の規定により指定管理者の公募を行う場合は、次に掲げる事
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項をあらかじめ明示するものとする。 

(1) 施設の概要 

(2) 指定管理者が行う管理の基準 

(3) 指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容 

(4) 指定の期間 

(5) 利用料金に関する事項 

(6) 市が支払うべき管理の費用（以下「指定管理料」という。）に関する事項 

(7) 申請者の資格要件 

(8) 申請方法及び選定基準 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（指定管理者の申請） 

第８条 条例第１６条第１項の規定により指定管理者の指定を受けようとする団体は、指定

管理者指定申請書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 管理業務に係る事業計画及び収支予算書 

(2) 定款、規約その他これらに類するもの 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 団体の経営状況等を説明する書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第９条 市長は、条例第１６条第１項の規定により指定管理者の候補者を選定したときは、

速やかにその結果を申請団体に通知するものとする。 

（協定書に定める事項） 

第１０条 条例第１９条の協定で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 施設の管理に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 指定管理料に関する事項 

(5) 事業報告に関する事項 
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(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) 管理の業務に関し知り得た個人情報の取扱いに関する事項 

(8) 管理の業務に関し保有する情報の公開に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（市長による管理） 

第１１条 第２条から第６条まで及び様式第１号から様式第６号までの規定は、指定管理者

に代わって、市長が施設の管理を行う必要が生じた場合について準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第２条から第４条まで中「指

定管理者」とあるのは「市長」と、第６条中「農業農村活性化施設利用料金減免申請書」

とあるのは「農業農村活性化施設使用料減免申請書」と、第６条中「指定管理者」とある

のは「市長」と、「農業農村活性化施設利用料金返還申請書」とあるのは「農業農村活性

化施設使用料減免申請書」と、様式第１号から様式第４号まで中「指定管理者」とあるの

は「南相馬市長」と、様式第５号中「農業農村活性化施設利用料金減免申請書」とあるの

は「農業農村活性化施設使用料減免申請書」と、様式第６号中「農業農村活性化施設利用

料金返還申請書」とあるのは「農業農村活性化施設使用料減免申請書」と、「指定管理者」

とあるのは「南相馬市長」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年１月１日から施行する。ただし、第２条から第６条まで、第１

０条及び第１１条の規定は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過装置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の原町市農業農村活性化施設条例施行規則（平

成２年原町市規則第１７号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則

の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２０年規則第３７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第２条関係） 

様式第４号（第２条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

 


